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 フランスにおける移民問題

　筆者が滞在するエクス・アン・プロバンスの南方約
30km には，フランス第 2 の人口規模を誇るマルセイ
ユがある。仕事や観光，在留ビザの手続きなどでこの
町を訪れるたび，フランス最大の港湾都市としての活
気もさることながら，その民族の多様さに驚かされ
る。歴史的に地中海沿岸の諸都市との関係が深いこの
町は，現在，アフリカからの移民の玄関口になってお
り，元サッカーフランス代表のジダン選手もアルジェ
リア系の移民 2 世としてこの町で育ったことで知られ
ている。実際，目抜き通りのカヌビエール通りや凱旋
門に続くエクス通りを歩くと，北アフリカの都市に迷
い込んだ感覚にとらわれる。
　移民の多様化は，多かれ少なかれフランス全土に共
通した傾向である。国勢調査（Recensements de la 
population）によると，2007 年の全人口に占める外国
生まれの移民は約 10％であり，1975 年以降ほとんど
変化していない一方で，この間に移民の出身地域は大
きく変化した1）。移民の多数派であったヨーロッパ系
移民の比率は 1962 年の約 80％から次第に低下して
1999 年には 50％を下回る一方，同期間にアフリカ系
移民の比率は 10％台から約 40％まで上昇している

（INSEE, Les immigrés en France, 2005）。同時に，こ
れら新しい移民の存在はフランスの失業問題にも関連
している。2009 年の労働力調査（l’enquêtes Emploi）
によれば，生産年齢人口ベースの失業率はフランス生
まれの 8.5％，ヨーロッパ系移民の 8.2％に対して，非
ヨーロッパ系移民では 19.9％と他のグループの 2 倍以
上に及んでいる。
　移民の高い失業率は，第 1 にその労働者としての属

性に帰する部分が大きい。例えば 1999 年の 30～40 歳
台の学歴構成をみると，初等教育修了レベルの割合
は，非移民の 21％に対して移民では 41％と極めて高
い（INSEE，前掲書）。とりわけ，非ヨーロッパ系移
民は他のグループに比べて年齢が若く学歴が低いとい
う点で不熟練労働力としての性格が強く，それが深刻
な失業率に反映されている。しかし同時に，第 2 の要
因として，フランスの労働市場における差別の検証を
試みる調査や研究が相次いで現れている。
　その 1 つの特徴は差別の測定方法にある。一般に労
働市場における差別は，その他の点では全く同じ属性
を持つ労働者が，生産性には直接効果を持たない性や
人種の違いによってのみ，他者と異なる取り扱いを受
ける場合に生じる2）。しかし，代表的な調査データか
ら利用可能な情報は限られており，差別の識別には，
賃金や就業/不就業などの成果に効果を持つが研究者
には観察不可能な変数がもたらすバイアスが問題とな
る。これまでの実証分析では，同様の外見や労働市場
経験を持ち，振る舞いについても同じように訓練され
た 1 組の実験参加者が実際の求人面接に参加し，両者
の性や人種の違いが採用の正否に及ぼす効果を計測す
るという実験的手法（audit study）が採用されてきた3）。
　フランスにおけるこの種の実験の最大規模のもの
が，国際労働機関（ILO）の指導の下，労働社会関係
連帯省調査研究統計局（DARES）の出資によって
2006 年に実施された実験である4）。実験対象は，フラ
ンスの 6 つの大都市（パリ，リール，リヨン，マルセ
イユ，ナント，ストラスブール）の販売職や宿泊・飲
食店関連などの不熟練職の求人である。実験では，一
つの求人に 2 人の応募者を割り当て，両者は性別や年
齢（20～25 歳），国籍（フランス），学校教育や労働市
場経験は同じで名前だけが異なっている。明らかにフ
ランス本土出身者（hexagonale ancienne）の名前を持
つ応募者に対して，北アフリカ系（maghrébine）ある
いはサハラ以南のアフリカ系（noire africaine）の名前
の応募者が組み合わされ，企業の採用における非移民
と移民のパフォーマンスの差が検証されている。
　求人への応募後は，直ちに面接や技能評価といった
次のステップに進むか不採用が通知されるほか，しば
らく待機した後にこれらの判断がなされるケースがあ
る。待機後の結果を含めた初期段階の成果のみを紹介
すると，2323 件の有効な実験に対して，多数派（フラ
ンス本土系）と少数派（アフリカ系）が次のステップ
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に進んだ割合は，それぞれ 47.4％と 26.8％であり，両
者の間には 20 ポイント以上もの差が確認されている。
　しかし audit study にも，訓練された実験参加者の
意識が成果に影響を及ぼす問題や，研究者には観察で
きない労働者の生産性情報の脱落が差別の識別にもた
らす深刻なバイアスが指摘されている。そこで最近の
研究では，求人側に提供する求職者の情報を，客観的
に 同 一 の 属 性 を 揃 え や す い 履 歴 書（Curriculum 
Vitae，以下 CV）の書類情報に限定し，同一の CV に
おける人種の違いが書類選考の通過に与える効果に限
定した差別の検証がなされている5）。

表 同一の求人に対する成功率（taux de succès）の差

差（％ポイント） Student-t

（フランス系−移民）
女性
　フランス−モロッコ 12.3** 4.87
　フランス−セネガル 14.2** 5.41
　フランス−ベトナム 2.6 0.90
男性
　フランス−モロッコ 6.8** 2.75
　フランス−セネガル 13.9** 5.38
　フランス−ベトナム 15.5** 6.11

注： 数値はブートストラップ法（1 万回の実験）から得られた統計量。
**：p＜0.05.

出所：Petit et al.（2010）, p.14, Tableau4 より抜粋

　このうち，2009 年に首都圏（Île-de-France）で実施
された実験は，地域の労働市場の特徴に合わせてソフ
トウェア技術者の求人 303 件を対象としている。求人
1 件について学歴や資格，経験を同一に揃えた 8 種の
架空の CV が送付され，人種を示す名前（フランス
系，セネガル系，モロッコ系，ベトナム系）の違いが
書類選考の通過率に有意な差をもたらすかどうかが検
証されている6）。性別かつ人種別の成果の差を検定し
た結果（表参照）によれば，ベトナム系女性のケース
を除き，CV の成功率は，移民系がフランス系に比べ
て約 7～16 ポイント低い。これらは求人企業の属性を
調整した場合でも頑健な結果であり，対象を限定した
実験であるものの，書類選考段階で移民労働者に対す
る差別が存在することを示唆している。
　現実の労働市場では，労働者は採用されやすい企業
を選んで求職活動を行うと考えられることから，こう
したランダムな実験の結果が直ちに実際の労働市場に
おける差別の効果を示す訳ではないことに留意すべき
である。しかし，政府統計を用いて，フランス系非移
民とアフリカ系移民の賃金格差と就業率格差の要因分

解を行った最近の研究によると7），人種間の格差のう
ち説明されない要因（いわゆる差別部分）が占める割
合は，賃金格差の 25％程度に対して就業率格差では
47％に及んでいる。先の結果と合わせると，フランス
における労働市場の差別は主に採用レベルで生じてお
り，それが新しい移民の高い失業率に関連している可
能性があることを示している。筆者の見る限り，フラ
ンスにおける移民差別に関する実証分析はようやく緒
についたという印象であり，今後も注目したい。
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